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Abstract
I have researched about emergency information systems since Great Hanshin-Awaji 
Earthquake occurred in 1995. In this paper, I show three kinds of emergency information 
systems that I have developed since I researched in the Great Hanshin-Awaji Earthquake 
reconstruction project of Ritsumeikan University.
The system shown in chapter I is a resident-based wireless information system to confirm 
the residents’safety. This system needs no radio wave congestion and no wires such as 
telephone lines or electrical cables. So the system has robust operation and collects resident 
safety information even in case of a disaster.
Chapter II shows the system for disaster risk reduction management at a safety evacuation 
area. The system can confirm the safety information of people at a safety evacuation 
area and the information can be used for disaster risk reduction management and rescue 
activities. People want to know about their families’safety and want to communicate with 
them. It is important to calm down people who are in panic. Proposed information system 
is also an emergency message service system for people at the safety evacuation area to 
contact with their families individually.
The first priority of the system shown in chapter III is to diffuse the use of the system. 
In order to respond to the required specification, the system is designed to use cheaply and 
easily. The system is not robuster than the systems shown in chapter II or III because of the 
use of mobile phone services but is useful for corporations and universities to confirm the 
safety of the staffs and the students.
Key words Disaster Information, Safety Information, Disaster Risk Reduction Management, 
Emergency Information System
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＜三上先生との思い出＞
三上先生との出会いは、立命館大学理工学部の学部 4 回生だった 1986 年に遡る。三上先生は、
当時、博士後期課程 1 回生で、独特の風格をお持ちだった。私が大学院生となり、ゼミで深く
研究の話をするようになった。三上先生の感性工学的なお話は私にはとても難しく、それでも
何とか理解しようと思い、食らいついていったことを覚えている。その後に人間の感性的な評
価を数値に表す研究を行い、それを基礎として住環境評価の研究論文を何編か書かせていただ
いたが、今思えば、院生ゼミでの三上先生の影響があったのかも知れない。
その風貌に反して、話し辛い、近寄り難い方ではなく、むしろ、よくお酒を飲みに誘ってい
ただき、大いに話をさせていただいた。飲んでいても研究についての議論に花を咲かせたほど
まじめな方だったように思う。かといって、まじめばかりではなく、買ったばかりの一眼レフ
カメラを手に、電車に乗り合わせた女性にレンズを向け、それをきっかけに何やら話をされて
いたのを印象的に覚えている。学生には見えなかったが、ジャズピアニストだけでなく、プロ
のカメラマンのようにも見える。三上先生はご自分のことをよくご存知で、そういったことを
最大限に利用されていたのではなかろうか。
三上先生を一言で表現するなら、「運の良い人」ではないだろうか。実は政策科学部の森先
生の受け売りだが、何年か前に聞いたときに、「なるほど！」と感心した。システム工学分野
では、システム構想、システムの評価・検討が研究課題となる。大阪城を建てたのが「大工さ
ん」でないとの同様に、システムを構築するのはプログラマということにはならない。ただ
し、大学院生の場合、プログラマを雇うお金もないので、自分で構想、設計したシステムを自
分でプログラミングすることになる。ところが、プログラミングされている三上先生の記憶が
ない。三上先生が、「今、システムを作らなきゃならない」という時には、プログラミングに
飛び抜けた才能のある学部生や大学院生が三上先生の下に付いていた。そういった学生をまと
め、チームとして研究成果を残される、大学院生だった当時の私としては斬新なスタイルで研
究を進められる姿が焼き付いている。また、運の良さは、立命館大学への赴任時や数年前に頭
部の病気を発症されたときにも発揮されたと思っている。
三上先生は、人生や世の中の肝となるところを押さえ、その他のところは気にされない人
だったと思う。私などは、安全保障関連法案のこと、発生が確実な南海トラフを中心とした大
地震、所属している大学の学生募集など、いくつものことに「いったいどうなってしまうんだ
ろう」と思い悩みつつ、何とかならないかともがいている。おそらく三上先生がその姿を見て
いたら、「大場、何を悩む必要がある」と言って、大上段から私の悩みをバッサリ切ってしま
うだろう。今の政治、経済、大学を取り巻く環境など悩み始めたらきりがない時代にこそ、時
にその姿を見ているだけで気持ちを楽にしていただける三上先生のような方が必要であると
痛感している。良き先輩が亡くなったことを悲しく思うと同時に、今の世の中にとって惜しい
人を亡くしてしまったことを残念に思う。
三上先生が立命館大学に赴任され、政策科学部が新設されたころ、政策科学部の仲上健一教
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授にいくつかの研究プロジェクトでお世話になっていた。1995 年 1 月 17 日に発生した阪神淡
路大震災後すぐに、仲上教授よりお誘いいただき、「立命館大学　阪神・淡路大震災復興研究
プロジェクト　都市環境部会」に参加させていただいた。阪神淡路大震災では都市型災害のも
ろさが露呈したが、部会内での私の役割は、震災時の情報伝達方法の問題点の調査と提言、公
園のオープンスペースとしての価値に関する調査であった。このプロジェクト参加を契機に、 
20 年の間、細く長く震災に関わる研究や社会活動を続けている。
ここに三上先生のご冥福をお祈りするとともに、立命館大学政策科学部のプロジェクトから
始まった災害時の情報システム研究について述べる。
Ⅰ．設置型安否確認システム
本章では、阪神淡路大震災発生後、「立命館大学　阪神・淡路大震災復興研究プロジェクト
都市環境部会」で構築した設置型の安否確認システムの概要を述べた上で、その後に実用化に
向けて発展させたシステムについて述べる。
Ⅰ．1．はじめに
兵庫県南部地震（以降、阪神淡路大震災と記す）以来、災害被害を小さくする減災の重要性
が認識された。減災における地域コミュニティの役割が、国連防災世界会議でも重要視されて
いる。2005 年 1 月に神戸で開催された第 2 回会議の「兵庫宣言」で確認され[1]、2015 年 3 月
に仙台で開催された第 3 回会議では、「仙台宣言」の中で冒頭の宣言文に続いて「我々は兵庫
行動枠組 2005-2015：災害に強い国・コミュニティの構築が過去 10 年間に果たした重要な役
割を高く評価する」として再確認されている[2]。阪神淡路大震災では、家屋の倒壊などにより
3 万人あまりが生き埋めとなり、その多くが隣人により救出されている[3]。このことからも、
地震発生から数十分から数時間の初期段階では、地域のコミュニティが救援活動に非常に大き
な役割を果たすことがわかる。神戸等被災した地域のみならず、様々な地域で防災福祉コミュ
ニティ活動の支援を行うなど自主防災組織づくりが進められており、阪神淡路大震災、東日本
大震災を通して、住民参加の取組は様々な地域で取入れられてきている[4]〜[7]。
地域での救助活動のためには、個人の安否情報などの災害情報が必要となる。非常時に参集
できる市町村の職員の数は人口と比して非常に少なく、市町村職員による被災情報の収集は難
しい。阪神淡路大震災発生後の神戸市の職員参集率 40％を参考にすると、職員 1 人あたり住
民数千人の地域の情報を収集する計算となる。特に都市域での情報収集は難しく、震災対策本
部を設置しても適切な判断を下すのは困難であり、震災時の被害情報をいかにして収集するか
が緊急期の大きな課題となっている。
救援活動のための安否情報の収集方法として市町村の行政職員の見回りによる収集方法や航
空写真を利用した方法[8]、個人間での安否確認として携帯電話の電子メール機能を用いた方法
などが提案されている[9]､ [10]。しかし、職員による情報収集は困難であり、航空写真を利用し
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たシステムでは家屋の倒壊情報は収集できても住民の安否は確認できないなどの問題がある。
震災の発生直後には携帯電話の利用が集中するため、輻輳などの原因で携帯電話が使用できな
い場合が多い。
「立命館大学　阪神・淡路大震災復興研究プロジェクト　都市環境部会」では、震災時の安
否情報を迅速かつ正確に収集できる安否確認システムの構築を行った[11]。しかし、設置する
端末数に応じた利用可能な周波数バンドが必要であり、すぐに実用できるものではなかった。
本章では、上記のプロジェクトで構築したシステムを発展させ、一つの周波数バンドで町をカ
バーできる設置型の安否確認システムを構築するとともに、震災時の被害情報の収集、伝達に
適した地域階層について述べ、階層間での情報の流れと情報収集の問題点の考察を行う。構築
したシステムは、電話回線、有線情報網、電気など震災時にその利用が確約できないインフラ
ストラクチャを必要としない頑強性、初めての使用でも戸惑うことなく直感的に操作できる操
作性を合わせ持つ。
Ⅰ．2．震災時の情報伝達
震災時の情報伝達と意思決定を滞りなく行うため、情報の流れから考えた地域階層を図 1.1
に示す[11]。
最下層の学区、町内会では小学校や公民館などの避難場所に集められた住民の安否情報をも
とに、住民主体の救援、救護活動の意思決定が行われる。東日本大震災では、津波のため孤立
した病院があった。学区レベルの避難所とは役割は異なるが、患者の情報や不足する薬等の情
報を上位レベルに伝達する役割を担うという意味で病院をこの階層に含めて考える。上位層の
区市町村では最下層から送られてきた情報をもとに、行政主体で救援隊や救援物資の配分を決
定し、被災者に必要な情報を伝達する役目を負う。都道府県の階層では総轄的な防災対策本部
を設け、下層から送られてきた被災情報をもとに国や他の都道府県への救援の依頼や救援に関
わる意思決定を行う。都道府県の防災対策本部が設けられる予定の地域で大きな地震が発生
し、単独の都道府県単位では対策本部が機能しなくなることを想定して、上位層として関西、
中部などの地方区分を置く。
図１．１：震災時の情報の流れから考えた地域階層
（『新防災都市と環境創造』より抜粋して編集） 　　　　　　　　　　　　
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図１．２：各階層間での情報の流れ
（『新防災都市と環境創造』より抜粋して編集） 　　　　　　　　
表１．１：各地域レベルで必要となる情報システム
階層 対象 対象人口 下位層の数 必要な情報システム
都道府県
兵庫県
愛知県　など
百万人〜 50 〜 100
総合的な防災情報システム
防災行政無線
区市町村
美浜町
半田市　など
数万人〜
数十万人
10 〜 100
防災情報システム
防災行政無線
学区、
町内会
広域避難場所
一次避難場所
避難所
数百人〜
数千人
100 〜数千
個人の安否情報収集を
可能とするシステム
衛星電話
個人 － － －
個人間の情報伝達を
可能とするシステム
図 1.2 は階層間の情報の流れ、表 1.1 は震災時に各階層で必要となる情報システムである[11]。
災害時の情報システムは、各階層間で情報の流れが滞ると意味をなさないことも考えられるた
め、各階層間での情報の流れを十分に考慮に入れてシステムを構成しなければならない。
町内会レベル、学区レベルでは個人の安否情報、家屋の倒壊や火災などの情報、救助の必要
の有無、避難所で必要な食料、衣料、薬などについての情報収集を行う。情報を集約し、管理
する方法の確立、収集した情報を上層レベルへ伝達するための MCA 無線などの災害に強い通
信手段が必要である。この階層では、救援活動など直接的な被災者とのコンタクトを通して地
域住民によって災害状況を把握することが有効である。愛知県知多郡美浜町では、小学校、公
民館等の主要な場所に同報無線とともに MCA 無線が設置されている[12]。
区市町村レベルでは、各学区から寄せられた情報をもとに市民の安否、区市町村内の各避難
所の食料状況やけが人、病人の状況などを把握し、県に対して支援を要請しなければならない。
そのため、無線を通したコンピュータ通信での情報通信が可能となるシステム、域内の防災関
係機関との連絡用に電話と同じように使用できる MCA 無線局、地震の予知情報や津波情報を
確実に住民に伝えられる同報無線局などの設置が必要となる。
都道府県レベルでは市町村ごとの被害状況をマクロ的に把握し、県全体で必要な支援の種類
と量を判断し、物資や人員などを国や他府県に要請しなければならない。また、各市町村から
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寄せられた情報をまとめ、家族の安否の問い合わせなどに対応できるように各市町村にまとめ
られた情報を返す。これによって、家族の安否確認が可能となり、混乱を最小限にとどめるこ
とができる。各区市町村や避難所への情報伝達を円滑に行うための総合的な防災行政無線、地
域からの情報を統括できる総合的な防災救援情報システム、震災発生直後の情報の空白期を埋
めるための被害状況予測および災害発生直後の意思決定支援を行うシステムの設置が望まれる。
Ⅰ．3．安否確認システムの構築
Ⅰ．3．1．システムの概要
1995 年の阪神淡路大震災以来、迅速かつ正確に住民の安否情報を収集する方法として、簡
単な操作によって住民が自ら被災情報を発信できる安否確認システムの開発とその有効性を
検証する研究を進めている。提案するシステムは以下のような特徴を有している。
a．住民が自ら安否情報を発信する住民主体の情報システムである。
b．バッテリだけで駆動でき、有線の回線を全く使用しないので震災に対して頑強である。
c．集められた情報は防災無線を通じて上の階層に送られる。
安否情報を送信する機器（以下、子機）は各世帯に設置し、情報を受信する機器（以下、親機）
と情報を表示するシステムは小学校や公民館などに設置して使用することを想定している。子
機は機器の操作に不慣れで不得手な人にも操作が可能なよう、アフォーダンスに配慮して「無
事」、「要救助」の 2 つのボタンを配置するだけの簡単なものとした。町内会、小学校区には基
本的なパソコン操作のできる住民がいることを前提に、親機および情報の表示などを行うシス
テムは、Windows と MS-Excel でのオペレートが可能なようにした。
震災発生時には住民が子機の「無事」、「要救助」いずれかのボタンを押すことで、安否情報
が収集される。家の下敷きになるなど、その家の住民が自分でボタンを押せないことも考えら
れる。この点については、阪神淡路大震災で家の下敷きになった被災者からの聞き取り調査を
行っている。子機が玄関など外からボタンを押せる場所に設置されていれば、近隣住民が子機
を操作できるので問題ないとの回答を得ている。
Ⅰ．3．2．安否確認システムの構築
本システムは親機と子機からなるクライアント・サーバ式で構成した。一つの周波数バンド
で多くの子機との通信を可能にするため、親機主導型のポーリング方式で安否情報を収集す
る。ポーリングとは出席確認をするように親機が子機を順に呼び出す方式である。震災発生後、
子機は無事、要救助、無操作のいずれかの状態になる。
親機は各子機に順番に安否確認パケットを送信する。このパケットには子機の識別番号が
入っており、受信した子機は識別番号が一致した時に親機に安否情報を送信する。
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寄せられた情報をまとめ、家族の安否の問い合わせなどに対応できるように各市町村にまとめ
られた情報を返す。これによって、家族の安否確認が可能となり、混乱を最小限にとどめるこ
とができる。各区市町村や避難所への情報伝達を円滑に行うための総合的な防災行政無線、地
域からの情報を統括できる総合的な防災救援情報システム、震災発生直後の情報の空白期を埋
めるための被害状況予測および災害発生直後の意思決定支援を行うシステムの設置が望まれる。
Ⅰ．3．安否確認システムの構築
Ⅰ．3．1．システムの概要
1995 年の阪神淡路大震災以来、迅速かつ正確に住民の安否情報を収集する方法として、簡
単な操作によって住民が自ら被災情報を発信できる安否確認システムの開発とその有効性を
検証する研究を進めている。提案するシステムは以下のような特徴を有している。
a．住民が自ら安否情報を発信する住民主体の情報システムである。
b．バッテリだけで駆動でき、有線の回線を全く使用しないので震災に対して頑強である。
c．集められた情報は防災無線を通じて上の階層に送られる。
安否情報を送信する機器（以下、子機）は各世帯に設置し、情報を受信する機器（以下、親機）
と情報を表示するシステムは小学校や公民館などに設置して使用することを想定している。子
機は機器の操作に不慣れで不得手な人にも操作が可能なよう、アフォーダンスに配慮して「無
事」、「要救助」の 2 つのボタンを配置するだけの簡単なものとした。町内会、小学校区には基
本的なパソコン操作のできる住民がいることを前提に、親機および情報の表示などを行うシス
テムは、Windows と MS-Excel でのオペレートが可能なようにした。
震災発生時には住民が子機の「無事」、「要救助」いずれかのボタンを押すことで、安否情報
が収集される。家の下敷きになるなど、その家の住民が自分でボタンを押せないことも考えら
れる。この点については、阪神淡路大震災で家の下敷きになった被災者からの聞き取り調査を
行っている。子機が玄関など外からボタンを押せる場所に設置されていれば、近隣住民が子機
を操作できるので問題ないとの回答を得ている。
Ⅰ．3．2．安否確認システムの構築
本システムは親機と子機からなるクライアント・サーバ式で構成した。一つの周波数バンド
で多くの子機との通信を可能にするため、親機主導型のポーリング方式で安否情報を収集す
る。ポーリングとは出席確認をするように親機が子機を順に呼び出す方式である。震災発生後、
子機は無事、要救助、無操作のいずれかの状態になる。
親機は各子機に順番に安否確認パケットを送信する。このパケットには子機の識別番号が
入っており、受信した子機は識別番号が一致した時に親機に安否情報を送信する。
図１．３：安否確認システムのイメージ
　　　　　　　　　　　　　　(a) 子機　　　　　　　　　　　　　　　　　 (b) 親機
図１．４：安否確認システムの子機、親機
図 1.4 は試作した安否確認システムの子機、親機である。個人が特別な免許なしに使用でき
るよう、通信には特定小電力無線を用いた。そのため、親機と子機との距離が 200m 以内での
使用が前提となっている。親機が 1 台の子機との通信でやりとりするデータ量は 44Byte と小
さなものであるが、通信の始めに同期を取る必要があるため、子機 1 台あたりの通信時間は約
2 秒である。
Ⅰ．4．通信実験と実用化に向けての課題
Ⅰ．4．1．通信実験と実験についての考察
14 階建ビルの 9 階の室内に親機を設置し、親機の設置場所から 80m から 240m の距離にあ
る 13 地点に子機を配置し、通信実験を行った。実験では、親機、子機に特定小電力無線機を
使用した。
表 1.2 に通信の成否をまとめた。
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表１．２：親機と子機間の通信実験
親機からの距離 (m) 80 90 95 100 115 120 145
通信の成否 成功 成功 成功 成功 成功 成功 失敗
親機からの距離 (m) 160 165 170 200 225 240 ―――
通信の成否 成功 失敗 成功 成功 成功 失敗 ―――
実験結果はおおむね良好で、13 地点のうち、親機からの距離が 145m、165m、240m の地点
を除く、10 地点からの送受信に成功した。障害物が少ない所では 200m、225m 地点といった
想定使用距離以上の地点からも通信できたが、建築物の谷間など込み入っているなど、通信状
況の悪い場所では 145m、165m 地点でも通信に失敗している。
試作したシステムでは 1 台の子機との送受信にかかる時間は 2 秒弱であり、1 時間で約 1,800
台の子機の情報を収集できる。都市域では人口密度が高く、25,000 人／ km2 を越える地域も
ある。試作したシステムの親機 1 台がカバーする範囲を半径 200m と考えると、25,000 人／ km2
の地域では 3,140 人が居住していることになり、1 世帯当たり 1.57 人で計算すると 2,000 世帯
となる。本システムは住宅密集地域においても 1 時間強の受信時間で安否情報の収集が可能で
ある。
Ⅰ．4．2．実用化に向けての課題
試作システムは特定小電力無線を利用した。通信可能エリアを広げるためには空中線電力
10mW（ミリワット）以上の出力が必要となるが、電波法が定める「認可なく電波を発射する
ことのできる許容量」を上回っている。また、特定小電力無線では連続して信号を送信できる
時間が 3 分以内であるなどの制限もある。実用化の段階では専用の周波数帯の割当てが必要で
ある。
システムの平常時の利用や利用者の経済的負担も課題の一つである。シミュレーション機能
を有した「震災対策支援システム」を用いて防災訓練、防災教育を行っている地域もある。こ
れと同様に、平常時に防災意識を向上させるために、防災訓練に本システムを利用することが
考えられる。
また、今回試作した子機を経由して、室内から情報を発信させるようにすれば、防犯や火災
の通報などにも役立てることができる。さらに、親機、子機の通信網を利用することで、子供
が安全に暮らせる地域ぐるみの防犯システムにも応用可能である。
愛知県知多郡東浦町では、津波や洪水の情報を個々の家庭に同報で知らせるための無線シス
テムを導入している。町内のほぼ全世帯に対して受信機を配置しており、受信機 1 台あたりの
費用は約 3 万円である。提案したシステムは子機による送受信が可能であるので、同報機能を
付加しても東浦町の同報システムにかかる費用の範囲内で導入が可能である。
Ⅰ．5．おわりに
本研究では災害発生直後における救助活動時の意思決定支援を目的として、震災時の被害情
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報の収集、伝達に適した地域階層、階層間での情報の流れについて提案した。また、被害情報
収集、伝達で最も問題となる個人の安否確認情報を収集するためのシステムを開発し、その概
要と実験結果を示した。
本研究では、性能評価のための実験を行ったが、導入のためには数ヶ月から数年単位の社会
実験により、システム導入による安心感や防災意識の向上、防災訓練での利用などの効果を評
価し、その便益を測定する必要がある。
Ⅱ．広域避難場所での使用を想定した災害情報システムの開発
日本福祉大学で採用された IC カード学生証を利用して、避難所に集まった被災者の安否情
報を簡単に収集するために開発した災害情報システムについて述べる。 2007 年から 2009 年
にかけて、日本福祉大学内の健康科学研究所公募型研究プロジェクトの助成を受けて行った研
究である[13]。
Ⅱ．1．はじめに
災害から時系列的推移によって時期を分け、それぞれのフェーズでの災害対応が考えられて
いる。地震発生前の平常時、社会機能を再建するための復旧・復興期フェーズの他に、災害発
生からの 3 〜 4 日間を一つのフェーズにまとめている分類方法、緊急地震速報の時刻を含めて
発生直後から安全な場所に避難するまでのフェーズと避難してから数日のフェーズを分ける分
類方法とに大別される。本章では、後者の分類方法にしたがい、平常時、震災発生から自らの
命を守るための避難をする緊急期、震災発生から数日で避難所での緊急の生活を行う避難期、
復興期と分類する。
Ⅰでは震災発生直後の緊急期に被災者救出に役立つ設置型安否確認システムについて述べ
た。本章では避難期に二次避難所や広域避難場所での使用を想定した災害情報システムについ
て述べる。広域避難場所とは、一次避難場所が危険な状態になった場合に、一次避難場所から
さらに避難するために各自治体が指定した公園や学校などの場所である。避難所は一時的に避
難生活を送る場所であり、広域避難場所が一次避難所、二次避難所となっていることも多い。
東日本大震災の際、日本福祉大学では電話によって学生の安否を確認したが、おおよそ確認
できるまでに 3 日間を要した。被災地での安否確認はさらに困難であり、異なる場所で被災し
た家族の安否確認のために多くの避難所を訪ね歩く被災者の姿がテレビなどのメディアで紹介
された。
本章では、広域避難場所レベルのコミュニティで災害時の減災マネジメントに用いることの
できる災害情報システムの開発を行う。本システムは被災地域での有線インフラストラクチャ
を前提としないため、送電線や電話線が切断されるような状況においても利用可能である。ま
た、衛星電話回線を用いて情報を一括して送受信するため、携帯電話や一般の加入電話に見ら
れる輻輳の問題を回避できるなど災害に対して頑強である。避難場所での安否情報の集約、避
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難場所間や市や県との情報交換を正確かつ迅速に行うことにより、減災マネジメントに用いる
ことができる。さらに、避難場所にいる人とその家族との間での個別連絡するための伝言シス
テムの機能を有しており、被災者の不安軽減に役立つものである。
Ⅱ．2．災害時の情報システム
表 2.1 に災害時に利用が想定される情報システムの特徴を示す。災害が発生した時に、被災
者が真っ先に利用しようとするのは携帯電話の音声通話である。携帯電話は利用が集中すると
輻輳が起こるため、過去の災害でもほとんど利用できておらず災害には非常に弱い通信手段で
ある。
携帯電話の電子メールは音声通話と比べると輻輳の発生が少なく、2004 年の新潟県中越地
震では地震発生直後から電子メールを受発信できたが、停電時の電源確保、沿岸地域では津波
での基地局の破損などの問題がある。東日本大震災での情報通信に関わる総務省のアンケート
では、被災した岩手、宮城、福島、茨城では 29% の人がメールは全く利用できなかったと回
答している[14]。また、安否情報は個々人のやり取りとなるため、情報を集約し意思決定に用
いることは難しい。
阪神・淡路大震災後に、被災時の個別の連絡システムとして開発された災害伝言ダイヤルは、
新潟県中越地震や新潟県中越沖地震の際にはそれぞれ 35 万件、6 万件以上の利用があり一定
の成果を収めている。しかし、東日本大震災では大きな被害を受けた地域以外の利用が制限さ
れるなど、被災地域の人への連絡が取りにくくなっていた。また、携帯電話から利用ができな
いこと、人の多く集まる場所での電話回線数の確保、記録できる伝言数が 800 万件程度である
ことから、人口密集地域での災害や南海トラフを震源とする巨大地震などの広域災害での利用
には課題がある。
企業で用いられている災害用の緊急連絡システムには、社員とその家族間での伝言機能を有
するものがある[15]。情報の管理形態を階層型として捉えることができ、支社単位でも安否情
報を管理できるため、上位階層である会社全体の減災対策本部の問い合わせに応じたり、救援
物資依頼のための情報把握など、減災のための意思決定にも利用できる。しかし、事前の利用
者の登録と利用方法の周知を徹底する必要があるため、一般の避難場所での利用は難しい。
本章では、事前の利用登録がされていない被災者、利用の周知を徹底できない被災者が集ま
る広域避難場所での利用を想定し、災害に対する頑強性、避難場所での減災マネジメントへの
情報利用、多人数で利用できる個別伝言の機能、利用が容易であるなどの特徴を持つ災害情報
システムについて述べる。
Ⅱ．3．災害情報システムの概要
図 2.1 は提案システムの概念図であり、PC や IC カードリーダ、衛星電話端末からなる広域
避難場所内のシステム、遠隔地に置かれたサーバ（以下、遠隔サーバ）で構成される。本研究
では、避難場所 1 カ所分のシステムとサーバの開発を行った。
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図２．１：提案システムの概念図
表２．１：災害時に個人間の情報伝達可能な情報システムの比較
情報システム 頑強性 操作性 データ管理
携帯電話
（音声通話）
とても弱い 簡単 個別
携帯電話
（データ通信）
やや弱い 簡単 個別
災害伝言ダイヤル 強い 練習が必要 中央集中
企業用システム 強い 訓練が必要 階層的に集約
提案システム 強い 簡単 階層的に集約
災害時に広域避難場所で利用する情報システムであるため、送電線や電話回線などの有線の
インフラストラクチャを利用できないことが想定される。これら災害情報システムが満たすべ
きシステム要件について以下に示す。
要件 1 ：システムは災害に対して頑強である必要がある。したがって、災害時に切断の可能性
のある送電線や電話回線などの有線のインフラストラクチャを前提とできない。利用
の集中による輻輳の発生が予想される携帯電話回線や一般電話回線の利用も前提とで
きない。避難場所ではバッテリ駆動可能なノート PC や通信機器を利用し、外部との
データ通信には衛星電話回線を利用する。また、サーバは広域災害でも避難場所と同
時に被災しない程度の遠隔地に設置する。
要件 2 ：試作にあたって、二次避難所に指定されている日本福祉大学での使用を想定した。大
学生の学籍番号はユニークに与えられており学生証による個人認証が可能であるが、
災害時には大学の近隣住民や旅行者なども被災し、広域避難場所としての大学を利用
する。近隣住民のための個人認証機能、対象の避難場所に事前登録されていない被災
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者が利用できる機能を持たせる必要がある。
要件 3 ：災害情報システムは日常的に使用するものではなく、被災者はその扱いに慣れていな
い。初めて使う人がとまどうことなく使えるシステムである必要がある。そのため、
操作性を重視し機能を必要最小限にとどめる。
要件 4 ：避難場所と遠隔サーバとの間の通信速度は送受信したい情報量と比較して十分に速い
とはいえず、通信負荷を抑えることが必要である。避難場所を利用する人の個人デー
タは全体として大きなデータ量となるため、あらかじめ避難場所の管理用 PC に暗号
化して持たせておく。
要件 5 ：提案システムは、被災地域では災害に対する頑強性を備えるが、被災地域以外での災
害に対する頑強性は本システムの対象外とする。
要件を満たすシステムの特徴を表 2.2 に示す。
表２．２：提案する災害情報システムの特徴
電源、通信回線 有線インフラを使用しないよう、バッテリ、衛星電話回線
認証方法 IC カード、生年月日など手入力データ
インタフェース 直感的に使用できること
機能 操作性を重視し、必要最小限にとどめる
サーバ設置場所 避難場所と同時に被災しない遠隔地に設置する
個人情報データ
避難場所の管理用 PC にあらかじめ入力しておく
管理用 PC にない情報は遠隔サーバに問い合わせる
通信
　避難場所内 TCP/IP による避難場所内の独立した LAN
　避難場所とサーバ間 衛星電話回線による PPP 接続
　サーバと非被災地間 電子メール
本システムは、個人の安否情報を集約して避難場所での減災マネジメントに活かす機能、避
難場所内の被災者の安否情報を外部にいる家族などに個別に伝え、個人レベルで伝言を交換す
る機能を併せ持つ[16]。
災害発生直後、無事な被災者は IC カードをリーダにかざすことで、IC カードを持たない被
災者は生年月日などの情報を入力することで安否情報をシステムに入力する。けが人につい
てはけがの状況などの情報を手入力する。入力された情報は管理用 PC が持つ個人データと照
合され、安否情報として集約し、衛星電話回線を通じて遠隔地に置かれた遠隔サーバとの間
でデータの同期が行われる。管理用 PC に事前登録データのない被災者については、生年月日
など本人を確定できるように情報を複数入力させた上で、遠隔サーバにアクセスした際にサー
バが持つデータと照合する。ただし、本研究で構築したシステムは避難場所 1 カ所分であり、
遠隔サーバと避難場所の管理用 PC に登録されたデータは同一となるため、管理用 PC に事前
登録データのない被災者向けの機能は実システムとしては実装していない。
安否情報には無事な被災者やけがをした被災者の他、安否未確認者の情報も含まれている。
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住民の安否を闇雲に収集するのではなく、安否未確認者情報を活用することで効率的な情報収
集が可能となる。本システムは避難場所や市町村の意思決定者に対して、効率的な救助活動や
人員の配置などの減災マネジメントに必要な情報を提供することができる。
遠隔サーバに送られた個人の安否情報は、被災者情報にしたがって選別され、あらかじめ登
録された家族などの電子メールアドレスに個別に送信される。電子メールを受け取った人は、
電子メールに返信することで避難場所にいる被災者に伝言を送ることができる。避難場所の被
災者は災害情報システムにより自分宛の伝言の確認、家族などへの伝言の送信ができる。
Ⅱ．4．災害情報システムの構築
図 2.2 は本研究で開発した災害情報システムのうち避難場所内で使うシステムである。管理
用 PC、クライアント PC、IC カードリーダ、衛星電話システムとこれらをつなぐ通信機器やバッ
テリなどの必要な機器と簡単な使用マニュアルが 1 つのケースに納められている。表 2.3 に提
案する災害情報システムのサブシステムを示す。
　　　　　　　　(a) 構築したシステム　　　　　　　　　　(b) 避難所内のシステム概念図
図２．２：避難所内で使用するシステム
安否情報収集システムは、クライアント PC や管理用 PC に接続された FeliCa 対応の IC カー
ドリーダと felicalib により IC カードを読み取る。取得した ID を被災者の個人データと照合
するためのデータベースエンジンとして Microsoft JET Database Engine を用いた。被災者は
自分の ID が正確に読み込まれたことを PC 画面で確認する。IC カードを持たない被災者やけ
が人の情報を入力するシステムを Visual Basic .NET 2003 を用いて構築した。
避難場所のクライアント PC で読み込まれた情報を、独立した TCP/IP ネットワークを用い
て避難場所の管理用 PC に集約し、データを遠隔サーバに送りデータの同期を行う。遠隔サー
バは HTTP、SMTP、POP のサービスを提供する。伝言確認など Web 上での操作プログラム
には PHP、データ管理には PostgreSQL を用いて開発を行った。管理用 PC が遠隔サーバと同
期したデータは、さらに避難場所のクライアント PC と同期される。被災者や避難場所の意思
決定者などのシステム利用者は、同期され更新された情報にアクセスすることができる。
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表２．３：提案システムの構成
サブシステム 利用機器 開発環境
安否情報収集システム
　安否情報の入力 IC カードリーダ felicalib
ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
情報集約と同期システム ノート PC Visual Basic .NET 2003
ネットワーク機器 Microsoft JET Database Engine
　 遠隔サーバ PostgreSQL
伝言システム
　IC カードによる認証 IC カードリーダ felicalib
ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　手入力データによる認証 ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　伝言の入力と確認 ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　伝言の送受信 遠隔サーバ HTTP, SMTP, POP
PHP, PostgreSQL
避難場所内外のネットワーク 　 　
　避難場所内 LAN 機器 TCP/IP ネットワーク
Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　遠隔サーバへの接続 衛星電話 PPP 制御ソフトウェア
　 　 NTT DoCoMo Widestar Duo
表２．４：日本福祉大学での実験の概要
実験実施日
実験実施場所
実験目的 参加者
2008 年 2 月
日本福祉大学半田キャンパス
動作実験
大学生数名
防災担当大学職員
2008 年 10 月
日本福祉大学美浜キャンパス
利用実験
通信速度の確認
大学生 28 名
大学教職員（見学）
2009 年 10 月
日本福祉大学美浜キャンパス
デモンストレーション
導入検討
企業参画の検討
大学教職員 10 名
美浜町職員 9 名
企業関係者 3 名
避難場所の管理用 PC と遠隔サーバの間は、NTT DoCoMo の衛星電話 Widestar Duo を使っ
て PPP 接続した。実験に用いた衛星電話の回線スピードは、遠隔サーバから管理用 PC は最
大 64kbps、管理用 PC から遠隔サーバが最大 4.8kbps である。
個人間の伝言を交換する伝言システムのハードウエア、ソフトウエア構成は安否情報収集シ
ステムと同じである。安否情報の収集後、安否情報収集システムは伝言システムへと切り替え
られる。IC カードや手入力の情報による個人認証は安否情報収集システムと同じアプリケー
ションを用いる。被災者は認証により自分宛の伝言を確認し、あらかじめ登録した連絡先に伝
言を送信することができる。
避難場所から一括して遠隔サーバに送られた伝言は電子メールアドレスごとに選別され、電
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子メール機能を使って被災者の登録した連絡先へと送信される。
Ⅱ．5．実験
日本福祉大学において、2008 年 2 月に動作実験、2008 年 10 月に利用実験、2009 年 10 月に
大学関係者や行政の防災担当者へのデモンストレーションを行った。実験年月、場所、目的、
参加者などの概要を表 2.4 に示す。
2008 年 2 月の動作実験では、利用の簡便性や有用性について参加者からインタビュー形式
で意見を聴取した。外部との連絡が取れることの有用性、想定している利用方法やその容易さ
など、災害情報システムの目的や利用について期待通りの意見が得られた。大学内での実用化
については、外部サーバに置かれるデータのセキュリティ、災害時の大学内での装置の設置な
どについての検討が必要であるとの課題が明らかになるとともに、広域避難場所に指定されて
いる大学へのシステム導入を検討することとなった。
実験を行った日本福祉大学半田キャンパスでは、衛星電話回線の電波状況から建物内での利
用は難しいこと、通信速度は天候の影響を受けることがわかった。
2008 年 10 月の利用実験では、事前に実験参加者の家族の電子メールアドレスを登録した。
伝言を送信した参加者は 25 名であり、そのうち返信のあった参加者数は 9 名、送信エラーと
なった参加者数が 9 名であった。伝言を送信したものの返信のなかった参加者数は 7 名であっ
た。登録電子メールアドレスのほとんどは携帯電話メールであり、エラーで送信できなかった
電子メールアドレスについては、携帯電話メール以外からの着信を拒否していた。導入の際に
は着信拒否設定を解除するように周知する必要がある。
利用実験の参加者からは災害時に安心感を持つことができるなどの肯定的な意見が聞かれ
た。また、機能を抑え操作の簡便性を重視した点についても高い評価が得られた。外部と連絡
が取れる個人間の伝言機能は被災者にとって有用であり、その結果として避難場所の減災対策
に活用できる情報の収集と集約ができるものである。
利用実験と並行して、全角 14,999 文字、半角 2,159 文字、合計 32,361 バイトのテキストファ
イルの送受信にかかる時間を測定した。被災者の伝言文字数の制限を全角 100 文字と考える
と、32,361 バイトのテキストはおよそ 160 人分のデータ量である。この実験を行った日本福祉
大学美浜キャンパスで電波状況の良い建物内で晴天時という条件で、サーバからの受信 45 秒
（5.8kbps）、サーバへの送信 80 秒（3.2kbps）であり、1 時間あたり 4,000 人分程度のデータの
同期を行うことができることがわかった。 
2009 年 10 月には、大学や行政へのシステム導入の検討を目的として、大学の防災対策会議
委員や町役場の防災対策担当職員に対してデモンストレーションを行った。操作の簡便さと災
害に対する頑強性について肯定的な意見が聞かれた。一方で、市町村で使用するためには各避
難場所の情報を市町村に集約する必要があり、平常時には市町村以外が管理運営をする大学な
どの避難場所では個人情報の取り扱いが課題となることが明らかとなった。また、安否情報を
家族に伝える機能、個人間の伝言機能がなければ、被災者は自分の安否情報をシステムに入力
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しないことが予想されるとの意見が聞かれた。その他、企業関係者からは、多くのデータの同
期を可能とするために、通信速度の速い回線の利用について提案があった。
本研究では避難場所 1 カ所と遠隔サーバのシステムを構築したため、避難場所間のデータの
同期や市町村への情報の集約、管理用 PC に事前登録データのない被災者向けの機能など、複
数の避難場所でのシステム導入が前提となる機能についての実験は行っていない。市町村や複
数のキャンパスを持つ大学への導入に向けて、機能の実装と動作実験が課題となる。
Ⅱ．6．おわりに
本研究では、減災マネジメントの視点で、広域避難場所レベルのコミュニティで用いること
のできる災害情報システムの開発を行った。本システムは、有線インフラストラクチャを利用
しないこと、携帯電話や一般の加入電話に見られる輻輳の問題を回避できることなど、災害に
対して頑強である。
システムの完成度としては、避難場所間のデータの同期、対策本部のある場所への情報の集
約、事前登録していない避難場所へ避難する被災者への対応など、複数の避難場所で使用する
ための機能の実装が課題として挙げられる。利用方法としては、被災者のパニック行動や危険
行動の抑制、被災者の不安軽減などのシステム利用の効果の検討、実用化のための個人情報の
取り扱いや災害時の運用方法の提案などが今後の課題となる。
Ⅲ．電子メールを利用した安否確認システム
本章では、家族単位での利用を可能とすることで普及を目指しつつ、安否情報を団体単位で
一元管理できるシステム構築について述べる。2011 年にシステムの開発を行い、2013 年から
利用実験を続けている。本研究は日本福祉大学内の健康科学研究所公募型研究プロジェクトの
助成を受けて行った[17]。
Ⅲ．1．はじめに
Ⅰ、Ⅱで述べたように、それまでに大きく分類して 2 種類の災害時の情報システムを開発し
たが、これらを普及させることなく、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を迎えることとなった。
東日本大震災では、多くの人たちが行方不明となり、家族の安否がわからず、いくつもの避難
所を歩き回る人の姿が今もまだ私の脳裏に強く焼き付いている。東日本大震災の経験から、優
れたシステムを作っても普及させなければ意味がないことを再認識した。Ⅱで述べたシステム
は、災害に対して頑強であり、操作も容易であるなど優れた特徴を有している。しかし、導入
にあたっては衛星電話回線や避難所で使用するパソコンなどが必要であり、学区や町内会の防
災組織が気軽に導入できるものではない。
本章では、学区の防災組織、中学、高校等などでも気軽に導入でき、安否情報の一元管理、
家族間の情報交換が可能、低コスト化で普及を目指したシステムについて述べる。なお、本シ
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ステムに日本福祉大学福祉工学科健康情報専修の学生を登録し、利用実験を続けているので、
「学区レベルの防災組織、大学、高校などの団体」と記述すべきところを、本稿では「大学」
と記述しているが、大学以外の団体でも利用できるよう考慮して構築している。
Ⅲ．2．メールを利用した安否確認システム
Ⅱで述べたように、災害発生時に利用が考えられる情報システムには一長一短がある。震災
時には予測していないことが起り、想定していた連絡手段が利用できないことも考えられる。
東日本大震災の経験から、震災時には一つだけの通信手段に頼り切らず、複数の通信手段を用
意しておくことの重要性が認識されている。実際に、「ユーストリーム」、「Youtube」、「ニコ
ニコ生放送」、「Twitter」などが活用された。情報通信手段の特性を知り、いくつか用意して
おくことが肝心である。
震災時の利用、データの暗号化、分かり易い操作性、平常時の利用、データの一元管理と個
別の情報伝達を実現するために表 3.1 のように要件定義を行った。
表３．１：システムの要件定義
項目 重要視すること 具体的要件
サーバ 頑強性 南海トラフを中心とした地震が連動した場合にも動作すること
暗号化 個人情報の保護 管理者にも個人情報を見られないようにする
操作性 分かり易い 初めて使用する人にも使えること
平常時 平常時にも利用可能 平常時にも利用可能とすること
コスト 導入コストを抑える 普及させるため，導入コストを抑えること
緊急メールの一斉送信、安否情報の集約、個人間での伝言の送受信などの全ての処理を行う
サーバは、震災被害を受けないことが必須である。
ISMS 認証を受けている日本福祉大学での利用に限らず、電子メールアドレスなどの個人情
報が漏れてしまう危険性を回避する必要がある。データファイルを暗号化し、利用団体の管理
者、サーバにアカウントを持つ管理者であっても個人情報に直接アクセスできないことを目指
した。ただし、暗号化を強固にすればするほど、非常時にアクセスが集中した際の動作が不安
定となる危険性が増す。
一般の利用者は非常時にしか利用しないことも考えられる。したがって、日常的に携帯メー
ルを使用している人であれば、訓練を受けずに利用できることを前提とした。そのため、必要
な機能に絞り込んで設計を行った。
東日本大震災以降、震災対策に予算を投じる傾向にはあるが、国を始め、市町村、大学など
も財政は厳しく、いつ起こるかわからない震災時のためだけにコストをかけられない状況にあ
る。すでに使用されている緊急連絡網の機能を持たせ、同程度のコストで運用できるようなシ
ステムを提案する。
Ⅱで述べた情報通信システムの特徴を、本章で構築した安否確認システムにあてはめると、
頑強性については電子メールと同様でやや弱いが、携帯電話やスマートフォンで利用できるた
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め操作は簡単で、Ⅱのシステムと同様に情報を階層的に集約でき、家族間での個別利用も可能
となっている。
本システムは、次の 3 点の特徴を持つ。
ａ．家族間での伝言の使用を可能とすることで、安否情報を集約して使用する機能のみのシス
テムよりも利用の促進が望める。
名古屋大学の安否確認システムでは、情報を集約して大学が使用する形態となっている。利
用者にとっては、情報を発信するのみで、家族や知人の安否など自分にのみ必要な情報が得ら
れないことから利益を感じにくく、登録者割合が低水準で推移している原因と考えられる。本
システムでは、利用者にとってシステムに登録する利益を感じられるように、家族間での伝言
機能を持たせた。
ｂ．緊急連絡網システムと同程度のコストで普及を目指せる。また、情報の一斉送信など小中
高で利用されている緊急連絡網システムの機能を持たせることもできる。
平常時に利用することで、緊急時の練習にもなり、負担する費用に見合った便益が得られる。
本システムは緊急連絡網システムと同様に一斉送信の機能を持たせる。大学で想定される平常
時の利用方法としては、休講情報の送信や長期実習に出ている学生への連絡などが考えられる。
ｃ．Ⅱのシステムシステムとデータ形式を合わせておくことにより、災害に対してより頑強な
システムへ移行できる。
これらの特徴を基本構想として、システム開発を行った。愛知県にある日本福祉大学での使
用を前提として、南海トラフを震源とする地震でも被害を受けにくい北海道石狩にあるサーバ
スペースにサーバを設置した。OS は CentOS、プログラミング言語は開発スピードを考慮し
て PHP を選定した。データベースは暗号化に対する信頼性とコストを考慮してフリーウエア
である PostgreSQL を選定した。
携帯電話メールに対し、多くのメールを一斉送信すると、SPAM と判断されて配信されな
いことがある。携帯メールに対して一斉にメールを送信するためには、ホワイトリストに挙げ
られている信頼のあるドメインからのメール送信が必要である。そのために必要なメールサー
バについては課題として残されており、回避策として、crontab で 1 分ごとに 10 通ずつメー
ルを送信することとした。
利用者を一般利用者、大学管理者（団体での管理者を含む）、構築する災害情報システム管
理者に分けて考えた。
一般利用者については、震災発生時にはサーバから送られてくるメッセージからアクセスす
ることにより、自分の被災状況を送信する。一般利用者は自分で登録しておくことにより、家
族や友人等の安否情報を知ることができる。携帯電話やスマートフォンからの利用を想定して、
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画面が携帯電話の画面に収まるようにした。また、ID やパスワードを忘れてしまっていても
震災発生時に送られてくるメッセージからアクセスできる仕様とした。
大学管理者は所属する団体内で、システムを災害発生モードへの移行、団体に所属する人の
安否を確認することができる。また、団体内の利用者に対してメールを一斉に送信する機能を
持つ。平常時でも利用できるように送信範囲の絞り込みができるようになっており、実習で大
学を離れている学生への連絡など、学部や学科単位でのメール送信が可能である。
システム管理者は、団体の作成の他、大学管理者と同様にメール一斉送信、災害発生モード
に移行させることができる。これにより、大学管理者が被災している場合でも、システム管理
者が遠隔地にいれば災害発生モードに移行させることができる。
Ⅲ．3．実験
Ⅲ．3．1．動作実験
構築したシステムの動作を確認するために 2011 年 8 月 23 日に動作実験を行った。実験では、
ユーザ登録と削除、平常時モードと災害発生モードとの切り替え、一斉メール配信、一般利用
者の安否情報の入力と確認などを行った。携帯電話キャリアへのメールの一斉送信についての
調査中であるため、大量のメールを一斉送信する実験はしていない。動作実験は「株式会社西
村屋」のサーバ上で行ったが、暗号化されたデータの検索以外は負荷の大きな処理とはならな
かった。
おおよその機能については問題なく動作している。安否情報のリロード、安否情報の表記方
法、災害時のパスワードの処理など、要件定義時に気付かなかった問題が見られたので、実験
後に改善を行った。
特定の学生の安否情報を知りたいときなどに使用するデータの検索については、暗号化した
データを復号化する際の問題点が浮き彫りになった。つまり、データを検索する際に大学に所
属する学生全件に対して復号してから検索するため、サーバへの負荷が非常に重くなることが
わかった。1 万件のデータから 1 件のデータを検索するのに 1、2 分の時間がかかる。
Ⅲ．3．2．利用実験
2012 年 10 月より、北海道にサーバを設置して、日本福祉大学健康科学部福祉工学科の学生
を対象に利用実験を行っている。一般利用者としての学生へは、台風や雪による休講情報の他、
安否確認訓練のためのメールを送信している。その評価はおおむね良好であり、学生会からは
他学科への利用範囲の拡大を要望されている。しかし、2013 年から大学のメールが Gmail に
移行したことにより、サーバから送られるメールをアドレス登録しておかないと、スパムにさ
え分類されず送られたこともわからないという問題があり、利用範囲拡大には至っていない。
利用実験は現在も進行中であり、来年度には利用アンケートを予定している。
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Ⅲ．4．おわりに
本章では団体単位で安否情報を一元管理でき、家族間の情報交換を可能とすることで普及を
目指せるシステムの構築について述べた。本格運用のためには、携帯電話キャリアからスパムと
判断されない信頼性の高いメールサーバの用意、個人情報保護の方針の整備などの課題がある。
構築したシステムは「管理者にもメールアドレスなどの個人情報が見られない」ことを目標
としたが、一般利用者がパスワードを忘れた場合には登録された個人情報もリセットしなけれ
ばならなくなる。簡単にパスワードのみのリセット機能を付加すると、リセットすれば管理者
は簡単に個人情報を確認できてしまう。管理者に情報を見せないままプログラム上でユーザの
パスワードを復号化しメールで知らせる方法で回避できるが、この他にも暗号化と確実な運用
の間にはいくつもトレードオフとなる事項があり、実装の妥当性について検討が必要である。
災害発生メールへの返信による安否情報の登録、携帯電話キャリアへの一斉メール送信時に
スパムと判断されない工夫、登録時に ID とパスワードを利用者に送信する機能、小中高で使
われている緊急連絡網のように自分でメールアドレスを登録する機能などが課題として残され
ている。大学や大学周辺の市町村への働きかけ、小中高校への周知などを行い、利用促進のた
めの活動を行うことが近々の課題と考えている。
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